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【手続補正書】
【提出日】平成28年8月15日(2016.8.15)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
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【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　典型的には後眼部の眼科疾患又は病態を処置するための硝子体内注入によって送達され
る薬剤的に有効量の活性成分、及びＰＥＧ系脂質から形成される熱力学的に安定な自己形
成リポソームを含み、前記脂質の重量パーセンテージが約２０ｗｔ％未満であり、前記活
性成分がステロイドである、局所製剤。
【請求項２】
　前記後眼部の疾患又は病態が、加齢黄斑変性又は糖尿病性網膜症から選択される、請求
項１に記載の製剤。
【請求項３】
　前記活性成分が、トリアムシノロンアセトニドである、請求項１に記載の製剤。
【請求項４】
　リポソーム及びステロイドを含む、後眼部疾患を処置するための局所送達のための眼科
製剤。
【請求項５】
　前記リポソームが、熱力学的に安定な自己形成リポソームである、請求項４に記載の製
剤。
【請求項６】
　前記ステロイドが、トリアムシノロンアセトニドである、請求項５に記載の製剤。
【請求項７】
　後眼部疾患を有する患者を処置するための医薬の製造における眼科製剤の使用であって
、前記眼科製剤が、リポソーム及びステロイド、並びに／又は典型的には、硝子体内注入
によって眼に送達される他の薬品を含む局所製剤である、使用。
【請求項８】
　前記後眼部疾患が糖尿病黄斑浮腫である、請求項７に記載の使用。
【請求項９】
　前記ステロイドが、トリアムシノロンアセトニドから選択される、請求項７に記載の使
用。
【請求項１０】
　前記トリアムシノロンアセトニドが製剤一滴あたり５０～１５０μｇの範囲の投薬量で
投与され、眼に一滴、局所的に適用される、請求項９に記載の使用。
【請求項１１】
　前記製剤で処置された患者は中心窩厚さ及び視力の改善を示す、請求項７に記載の使用
。
【請求項１２】
　リポソームの製剤であって、自己形成する熱力学的に安定なリポソーム、並びにコルチ
コステロイドまたは抗菌剤と、抗ウイルス剤、コルチコステロイド、及び抗血管内皮増殖
因子作用剤の何れか１つもしくは複数との組合せである有効な医薬品を含み、
　眼科疾患又は病態を処置するための、患者の眼への局所送達に適した、製剤。
【請求項１３】
　ステロイドおよびリポソームを含み、前記ステロイドがトリアムシノロンである、リポ
ソームの眼科用懸濁液。
【請求項１４】
　２０％未満のリポソームを有する、請求項１３に記載の懸濁液。
【請求項１５】
　前記リポソームがＰＥＧ－１２－ＧＤＭである、請求項１３に記載の懸濁液。
【請求項１６】
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　緩衝液、防腐剤および非イオン性界面活性剤も含む、請求項１５に記載の懸濁液。
【請求項１７】
　前記リポソームが１～２０重量％で存在する、請求項１３に記載の懸濁液。
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